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マイナンバーの概要とメリット

税 防災社会保障

　平成25年5月31日に「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナ
ンバー法）」が公布され、日本国内の市町村に住民登録のある全ての方に個人番号（マイナンバー）を付番
し、同一人であることを確認するための「社会保障・税番号制度」が創設されることが決まりました。
　マイナンバーは、公平・公正な社会の実現や行政手続の利便性の向上、行政の効率化を図るための社会基
盤となる番号で、町では法律の定めに従い、今年10月からのマイナンバーの通知に向けた準備を進めていま
す。

●マイナンバーとは
　10月から、日本国内の市区町村に住民登録のある全ての方に通知される12桁の番号です。マイナンバーは
一生使うもので、原則として不変ですが、「番号が漏えいするなどし、不正に使われるおそれがある場合」
には変更できることとなっています。
●マイナンバー導入のメリット
　現在、行政機関（国）・地方公共団体（自治体）などには年金の基礎年金番号、介護保険の被保険者番号、
自治体内での事務に利用する宛名番号のように、事務を行う機関ごとに個人を特定するための番号が複数存
在しています。そのため、異なる分野や機関で管理している情報が同じ方のものであることを確認するため
の各種書類を添付していただくなど行政手続の際に申請者にさまざまな負担が生じています。
　各分野・各機関で横断的に１つのマイナンバーを活用する社会保障・税番号制度の導入によって、たとえ
ば、個人の所得をより正確に把握して公平な税負担を実現する、あるいは年金・医療保険などの社会保障を
より的確に提供するなどの効果が期待されています。

※このほか、社会保障、地方税、災害対策に関する事務やこれらに類する事務で、地方公共団体が条例で定
　める事務にマイナンバーを利用することができます。

・雇用保険の資格取得や確認、
　給付
・ハローワークの事務
・医療保険の保険料徴収
・福祉分野の給付、生活保護
　　　　　　　　　　　など

・税務当局に提出する申告書、

　届出書、調書などに記載

・税務当局の内部事務

　　　　　　　　　　　など

・被災者生活再建支援金の支

　給

・被災者台帳の作成事務

　　　　　　　　　　　など

マイナンバーが必要な行政手続
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